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開発許可制度運用指針 【提案基準13関係】［抜粋］

（17）社会福祉施設

• 社会福祉施設であって、設置及び運営が国の定める基準に適合するもので、
その位置、規模等からみて周辺の市街化を促進するおそれがないと認められ、
かつ、当該開発区域を所管する地方公共団体の福祉施策の観点から支障がな
いことについて、関係部局と調整がとれたもののうち、以下の①から③まで
のいずれかに該当するものであること。

• ① 近隣に関係する医療施設、社会福祉施設等が存在し、これらの施設と当該
許可に係る社会福祉施設のそれぞれがもつ機能とが密接に連携しつつ立地又
は運用する必要がある場合

• ② 当該施設を利用する者の安全等を確保するため立地場所に配慮する必要が
ある場合

• ③ 当該施設が提供するサービスの特性から、例えば、当該開発区域周辺の優
れた自然環境が必要と認められる場合など、当該開発区域周辺の資源、環境
等の活用が必要である場合

• なお、社会福祉施設の開発許可については、開発許可担当部局と社会福祉施

設担当部局とが十分な連絡調整を図ることが望ましい。



提案基準13

• （立地）

• 第３ 申請に係る土地は、次の各号のいずれにも該当しなければなら
ない。

• （１） 当該許可にかかる特別養護老人ホーム等と密接に連携する医
療施設が近隣に所在すること。

• （２） 判断基準第５に定める区域内に存しないこと。



＜提案基準13の実際の運用＞

• 介護保険法に基づき、職員として医師の配置が義務付けられており、日常的な往診
は配置医師が行っている。

• 配置医師だけでは対応ができない場合などは、同じく設置が義務付けられている協
力病院が対応している。

施設設置に際しては、手厚い医療体制を必要としており、これらの医療体制も含めて、
堺市健康福祉局保健福祉施設等施設整備審査会において外部の有識者により総合的に審
査。

【これに加えて】

市街化調整区域における立地の場合には、公募条件に「計画地から自動車の通常運行可
能な経路で4km以内に内科又は外科の診療科目を有する二次救急医療機関があるこ
と。」を追加



開発許可制度運用指針 【提案基準13関係】［抜粋］

• （17）社会福祉施設

• 社会福祉施設であって、設置及び運営が国の定める基準に適合するもので、そ
の位置、規模等からみて周辺の市街化を促進するおそれがないと認められ、か
つ、当該開発区域を所管する地方公共団体の福祉施策の観点から支障がないこ
とについて、関係部局と調整がとれたもののうち、以下の①から③までのいず
れかに該当するものであること。

• ① 近隣に関係する医療施設、社会福祉施設等が存在し、これらの施設と当該許
可に係る社会福祉施設のそれぞれがもつ機能とが密接に連携しつつ立地又は運
用する必要がある場合

• ② 当該施設を利用する者の安全等を確保するため立地場所に配慮する必要があ
る場合

• ③ 当該施設が提供するサービスの特性から、例えば、当該開発区域周辺の優れ
た自然環境が必要と認められる場合など、当該開発区域周辺の資源、環境等の
活用が必要である場合

• なお、社会福祉施設の開発許可については、開発許可担当部局と社会福祉施設

担当部局とが十分な連絡調整を図ることが望ましい。



提案基準13の改正案

（立地）第３（１）について、

• （１） 当該許可にかかる特別養護老人ホーム等と密接に連携す
る医療施設が近隣に所在すること。

• 「当該許可にかかる特別養護老人ホーム等の計画地から自動車
の通常運行可能な経路で４ｋｍ以内に内科又は外科の診療科目
を有する二次救急医療機関が所在することを福祉部局において
確認していること。」に改正



提案基準１３改正案（新旧対照表）

現行 改正案

（立地）
第３
(１) 当該許可にかかる特別
養護老人ホーム等と密接に連携
する医療施設が近隣に所在する
こと。

（立地）
第３
(１) 当該許可にかかる特別
養護老人ホーム等の計画地から
自動車の通常運行可能な経路で
４ｋｍ以内に内科又は外科の診
療科目を有する二次救急医療機
関が所在することを福祉部局に
おいて確認していること。



開発許可制度運用指針 【提案基準14関係】［抜粋］

（15）介護老人保健施設

• 具体的な運用に当たっては、次に掲げる事項に留意することが望ましい。

• ① 介護老人保健施設については、各地域の要介護老人数等を踏まえて見込まれるその地域の
需要を考慮した規模のものでなければならず、他の地域からの利用を数多く想定した大規模
施設の設置は適切でないものとされていること等から、協力病院が近隣に所在する場合等介
護老人保健施設を市街化調整区域に立地させることがやむを得ないと認められる場合には許
可して差し支えないこと。なお、介護老人保健施設のうち社会福祉法第２条第３項に規定す
る第二種社会福祉事業の用に供せられるものについては、（17）を参照すること。

• ② 介護老人保健施設担当部局との調整

• 都道府県の介護老人保健施設担当部局においては、介護老人保健施設の開設許可手続を支障
なく進めるために、あらかじめ申請者から計画段階での事前協議を受付け、事前審査を行う
こととされているので、開発許可担当部局において介護老人保健施設担当部局と十分な連絡
調整を図るものとし、開発許可は介護老人保健施設の開設が確実に許可される見込みである
ものについて行うことが望ましい。この場合、介護老人保健施設担当部局において、介護老
人保健施設の開設が確実に許可される見込みである旨の確認がなされることとなっているの
で、別記様式第２の確認書の提出を求めることが望ましい。なお、必要な場合には開発許可
担当部局から介護老人保健施設担当部局に対し、当該確認書を作成のうえ申請者に交付した
ことの事実関係について直接確認することも考えられる。



提案基準1４

• （立地）

• 第３ 申請に係る土地は、次の各号のいずれにも該当しなければな
らない。

• （１） 介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する
基準（平成１１年厚生省令第４０号）第３０条に規定する協力病院
が近隣に所在すること。

• （２） 判断基準第５に定める区域内に存しないこと。



＜提案基準14の実際の運用＞

• 福祉部局において、市街化調整区域で介護老人保健施設を設置
する際には、公募条件に「計画地から自動車の通常運行可能な
経路で4ｋｍ以内に協力病院があること」を追加している。



提案基準14の改正案

（立地）第３（１）について

• 福祉部局において近隣に所在する協力病院について、公募条件
に追記している。

• 「介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する
基準（平成１１年厚生省令第４０号）第３０条に規定する協力
病院（予定を含む。）が計画地から自動車の通常運行可能な経
路で４ｋｍ以内に所在することを福祉部局において確認してい
ること。」に改正



提案基準１４改正案（新旧対照表）

現行 改正案

（立地）
第３
(１) 介護老人保健施設の人
員、施設及び設備並びに運営す
る基準（平成11年厚生省令第
40号）第30条に規定する協力
病院が近隣に所在すること。

（立地）
第３
(１) 介護老人保健施設の人
員、施設及び設備並びに運営に
関する基準（平成１１年厚生省
令第４０号）第３０条に規定す
る協力病院（予定を含む。）が
計画地から自動車の通常運行可
能な経路で４ｋｍ以内に所在す
ることを福祉部局において確認
していること。



付議案件第４－６号

堺市南区豊田（市街化調整区域）における
小売業を営む店舗の開発許可について

（提案基準１２該当）













建物平面図については、個
人情報保護の観点から割愛
しております。







第４－２０号
堺市西区草部（市街化調整区域）における
一戸建ての住宅の建築許可について
（包括議決基準１５該当）

第４－２１号
堺市東区南野田（市街化調整区域）における
一戸建ての住宅の建築許可について
（包括議決基準１５該当）

報告案件











建物平面図については、個
人情報保護の観点から割愛
しております。

















建物平面図については、個
人情報保護の観点から割愛
しております。






